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旅館業法施行条例等の一部改正について（情報提供）

　平素から、都の環境衛生行政に御理解と御協力をいただきありがとうございます。
　令和５年６月14日付で「生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律(令和５年法律第52号)」が公布され、旅館業法等の一部改正が行われました。（概要は別紙のとおり）
　本改正に伴い、都では、令和５年10月13日付で下記の関係条例の一部を改正する条例を公布し、現在、事業譲渡に伴う地位の承継規定に係る各規則の規定整備等を行っております。
　正式な通知については、各規則の改正後に行いたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
記
　
１　改正した条例及び改正内容
⑴　旅館業法施行条例（昭和32年東京都条例第63号）　
　　旅館業法の改正に伴い、引用条文を改めた。

⑵　興行場の構造設備及び衛生措置の基準等に関する条例（昭和59年東京都条例第84号）　
　　　興行場法の改正に伴い、事業譲渡による営業者の地位の承継に係る規定を設けた。

　⑶　プール等取締条例（昭和50年東京都条例第22号）
　　　事業譲渡による許可経営者の地位の承継に係る規定を設けた。
　⑷　東京都保健医療局関係手数料条例（平成12年東京都条例第87号）
　　　旅館業法の改正に伴い、事業譲渡による営業者の地位の承継の承認申請に係る規定を設けた。

２　改正を予定している規則
　⑴　旅館業法施行細則（昭和32年東京都規則第122号）
　⑵　公衆浴場法施行細則（昭和39年東京都規則第253号）
　⑶　興行場の構造設備及び衛生措置の基準等に関する条例施行規則
　　　（昭和59年東京都規則第156号）
　⑷　プール等取締条例施行規則（昭和50年東京都規則第78号）
　⑸　理容師法施行細則（昭和33年東京都規則第56号）
　⑹　美容師法施行細則（昭和33年東京都規則第57号）
　⑺　クリーニング業法施行細則（昭和50年東京都規則第81号）
３　施行日
　　令和５年12月13日 (予定)
　　なお、施行日は、「生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」により定められる予定です。
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